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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年４月27日付で普通株式10株を１株に併合しております。 

３ 第154期中及び第154期の１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行

価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除して算出しております。 

４ 第155期中以降の１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」

及び「少数株主持分」を控除した金額を、期末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除して算出してお

ります。 

５ 第155期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第154期中 第155期中 第156期中 第154期 第155期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 8,031 8,554 9,625 16,775 18,298

経常利益 (百万円) 153 57 188 499 218

中間(当期)純利益 (百万円) 204 68 133 332 206

純資産額 (百万円) 319 518 792 447 658

総資産額 (百万円) 12,858 12,920 14,217 12,415 13,852

１株当たり純資産額 (円) △69.17 △43.46 △8.15 △52.44 △25.48

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 28.71 8.99 17.40 44.97 26.94

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 23.74 7.52 14.57 37.41 22.55

自己資本比率 (％) 2.5 4.0 5.5 3.6 4.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △455 86 △444 △206 933

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △416 △18 △111 △78 △54

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,426 △447 △19 1,136 △726

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,120 1,038 996 1,418 1,571

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
303
(97)

313
(91)

300
(132)

271
(89)

292
(124)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年４月27日付で普通株式10株を１株に併合しております。 

３ 第154期中以降の１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」

を控除した金額を、期末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除して算出しております。 

４ 第155期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す。 

  

回次 第154期中 第155期中 第156期中 第154期 第155期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 6,561 6,945 7,839 13,360 14,666

経常利益 (百万円) 148 68 117 413 181

中間(当期)純利益 (百万円) 204 82 140 266 221

資本金 (百万円) 780 780 780 780 780

発行済株式総数 (千株)

普通株式
7,669

優先株式
170

普通株式
7,669

優先株式
170

普通株式
7,669

優先株式
170

普通株式
7,669

優先株式
170

普通株式
7,669

優先株式
170

純資産額 (百万円) 1,047 1,192 1,472 1,109 1,331

総資産額 (百万円) 11,612 11,524 12,719 11,126 12,323

１株当たり純資産額 (円) 25.82 44.61 81.11 33.90 62.83

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 28.72 10.70 18.35 36.04 28.90

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 23.75 8.95 15.35 29.99 24.19

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 9.0 10.3 11.6 10.0 10.8

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
230
(61)

266
(59)

242
(76)

224
(59)

231
(77)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員(グループ外からの出向者を含む。)であります。 

２ 臨時雇用者数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員(当社からの社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

２ 臨時雇用者数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は東海金属労働組合として昭和21年１月に結成され、会社名の変更に伴い平成３年10

月に東海アルミ箔労働組合となりました。平成12年４月から実施した選択定年制に伴い当社を退職し、

東海アルミ工業㈱へ移籍した従業員は東海アルミ箔労働組合の組合員となっております。平成19年９月

30日現在の組合員総数は180名であります。 

また、一部の連結子会社においては、独自に労働組合を組織しております。 

労使関係はいずれも安定しており特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

アルミニウム箔事業  299 (132)

不動産事業 1 ( ―)

合計 300 (132)

従業員数(名) 242 (76)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における日本経済は、企業業績の改善を背景にした民間設備投資の増加や個人消

費の堅調な推移に支えられ、原油や素材原料価格の高騰などの懸念材料はありましたが、概ね緩やかな

回復基調が続きました。 

アルミ箔業界におきましては、コンデンサー向けの出荷が好調だったものの、日用品向けや食料品向

けがマイナスとなり、全体では対前年をやや下回る出荷実績となりました。 

こうした中、当グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高につきましては中国製品の流入によ

る日用品用箔の減少はあったものの、高騰した地金価格の製品価格への転嫁を積極的に実施するととも

に工場増産体制を一層充実させ、加工箔、プレーン箔の増販に努めた結果、連結売上高は96億25百万円

(前年同期比10億70百万円増、12.5％増)と大幅な増収となりました。東洋アルミニウム株式会社からの

ＯＥＭ販売実績は５億93百万円(前年同期比５億23百万円増、745.4％増)と飛躍的にその取扱実績を拡

大いたしました。 

また、損益面では徹底したコスト削減、生産効率改善を実施した結果、経常利益は１億88百万円(前

年同期比１億31百万円増、229.9％増)、中間純利益は１億33百万円(前年同期比64百万円増、93.6％増)

となりました。 

  

(事業の種類別セグメントの業績) 

① アルミニウム箔事業につきましては、売上高は95億58百万円(前年同期比10億73百万円増、

12.7％増)、営業利益は２億28百万円(前年同期比１億47百万円増、181.5％増)となりました。 

② 不動産事業につきましては、売上高は67百万円(前年同期比２百万円減、3.8％減)、営業利益は

33百万円(前年同期比２百万円減、8.3％減)となりました。 

  

(所在地別セグメントの業績) 

   所在地別セグメント情報を開示していないため、該当事項はありません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会

計年度末に比べ５億75百万円減少し、当中間連結会計期間末には、９億96百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果減少した資金は４億44百万円となりました。これは、主に売上債権の増加によるもの

であります。なお、前中間連結会計期間に比べ５億30百万円減少いたしました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果減少した資金は１億11百万円となりました。これは、主に固定資産の取得によるもの

であります。なお、前中間連結会計期間に比べ92百万円減少いたしました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果減少した資金は19百万円となりました。これは、主に長期借入金の返済によるもので

あります。なお、前中間連結会計期間に比べ４億27百万円増加いたしました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ 金額は平均販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 
  

 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

アルミニウム箔事業 9,826 ＋13.5

合計 9,826 ＋13.5

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

アルミニウム箔事業 9,331 ＋11.0 1,212 ＋11.1

合計 9,331 ＋11.0 1,212 ＋11.1

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

アルミニウム箔事業 9,558 ＋12.7

不動産事業 67 △3.8

合計 9,625 ＋12.5

相手先

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日本たばこ産業株式会社 1,166 13.6 1,334 13.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において、日本軽金属株式会社を株式交換完全親会社とし、

当社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしまし

た。 

株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

  

(1) 株式交換の目的 

日軽金グループのアルミ箔事業の経営戦略は、日本軽金属株式会社の完全子会社である東洋アルミニ

ウム株式会社を中核として統一的に組み立てることが可能になり、生産戦略、販売戦略、購買戦略、人

的配分の意思決定が統一され、より効率的な設備投資・生産配分、人的交流など全体最適化の向上によ

り、様々なシナジーが促進されるためであります。 

  

(2) 株式交換の内容 

日本軽金属株式会社を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換 

  

(3) 株式交換効力発生の日 

平成19年10月１日 

  

(4) 株式交換の方法 

株式交換効力発生日の前日(平成19年９月30日)の最終の当社の株主名簿に記載又は記録された株主に

対して、その所有する当社の普通株式１株に対し、日本軽金属株式会社の普通株式１株を割当交付いた

します。 

  

(5) 株式交換比率 

 
  

(6) 株式交換比率の算定根拠 

本株式交換の株式交換比率については、その公正性を担保するための手続きの一環として、両社が個

別に第三者機関に株式交換比率の算定について専門家としての意見を求めることとし、日本軽金属株式

会社(以下「日軽金」といいます。)はみずほ証券株式会社(以下「みずほ証券」といいます。)に、当社

はＰｗＣアドバイザリー株式会社(以下「ＰｗＣアドバイザリー」といいます。)に、それぞれ株式交換

比率の算定を依頼しました。 

会社名 日本軽金属株式会社 当社

株式交換比率 1 1



みずほ証券は、両社の株式について、市場株価基準法(平成19年５月９日を基準日として、基準日以

前の２ヶ月間、１ヶ月間及び５営業日の各取引日終値平均)及びＤＣＦ(ディスカウンテッド・キャッシ

ュフロー)法(なお、ＤＣＦ法による分析において前提とした将来の利益計画で大幅な増減益は見込んで

おりません。)による分析をそれぞれ行いました。各評価方法による当社の株式１株に対する日軽金株

式の割当株数の算定結果は下表のとおりとなります。(注１) 

  

   

ＰｗＣアドバイザリーは、両社の株式について、市場株価基準方式(平成19年５月９日を基準日とし

て、基準日以前の６ヶ月間、３ヶ月間及び１ヶ月間の各取引日終値平均)、ＤＣＦ方式(なお、ＤＣＦ方

式による分析において前提とした将来の利益計画で大幅な増減益は見込んでおりません。)による分析

をそれぞれ行いました。各評価方法による当社の株式１株に対する日軽金株式の割当株数の算定結果は

下表のとおりとなります。(注２) 

  

   

両社は、それぞれ上記の第三者機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に、慎重に検討

し、交渉・協議を重ねました。その結果、それぞれ平成19年５月15日に開催された取締役会において、

本株式交換における株式交換比率を合意・決定し、同日両社間で株式交換契約を締結いたしました。 

  

(注１) みずほ証券は、株式交換比率の算定に際して、各当事者から提供を受けた情報及び公開情

報が正確かつ完全であることを前提としており、かつ個別の資産・負債について独自の評価

又は査定を行っておりません。また両社の財務見通しについては、両社により現時点で得ら

れる最善の予測及び判断に基づき合理的に準備・作成されたことを前提としております。 

  

(注２) ＰｗＣアドバイザリーは、株式交換比率の算定に際して、各当事者から提供を受けた情報

及び公開情報が正確かつ完全であることを前提としており、かつ個別の資産・負債について

独自の評価又は査定を行っておりません。また両社の財務見通しについては、両社により現

時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に準備・作成されたことを前提としてお

ります。 

  

(7) 日本軽金属株式会社の資産・負債の状況 (平成19年３月31日現在) 

 
  

株式交換比率の評価レンジ

市場株価基準法 0.938 ～ 0.961

ＤＣＦ法 0.932 ～ 1.069

株式交換比率の評価レンジ

市場株価基準方式 0.95 ～ 1.01

ＤＣＦ方式 0.94 ～ 1.12

資産 金額(百万円) 負債 金額(百万円)

流動資産 140,474 流動負債 115,176

固定資産 166,020 固定負債 89,091

資産合計 306,495 負債合計 204,268



(8) 日本軽金属株式会社の概要 

 
  

(9) 親会社の変更 

日軽金が平成19年10月１日に、当社の全発行済株式を東洋アルミニウム株式会社(以下「東洋」とい

います。)に譲渡したため、当社は東洋の完全子会社となりました。 

 今後の体制につきましては、まず、電極箔並びにプレーン箔分野においては、平成19年10月１日付を

もって当社の販売部門を東洋の販売部門に統合し、同分野の製品を東洋ブランドに一本化してまいりま

す。 

 また、加工箔分野においては、両社の生産品目や生産体制は電極箔、プレーン箔に比べそれぞれの独

自性が強いことから、当面は現状の生産、販売体制を維持することといたしますが、従来の東洋の販路

に加えて、平成20年３月末を目途として、東洋の子会社である東洋アルミ商事株式会社(本社：大阪

市、社長：桑内 信明、東洋の株式保有割合：70％)を東海東洋アルミ販売株式会社(仮称)と商号変更

し、東洋及び当社の同分野製品の販売会社として組織再編する予定であります。 

  

５ 【研究開発活動】 

当グループの研究開発活動は、企業戦略上、顧客重視の製品を開発することを目的とし、そのために内

外の関連研究施設との連携に努めながら、顧客と連携して商品の共同開発を行っております。 

 現在の研究開発は東洋アルミニウム株式会社と連携し、アルミニウム箔事業について推進しておりま

す。研究開発の方針としては、社会環境の変化に即応し、お客様のニーズを予測した提案型の新商品開発

活動を強化してまいります。具体的分野としては、食料品、医薬品の包材、電気機器及び電子部品材料、

建設用材料であり、地球環境、省エネルギーといった社会的要請を踏まえたエコロジー対応商品等の新製

品に注力しております。なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、12百万円であります。 

 また、不動産事業については、事業の性格上、研究開発活動は行っておりません。 

  

代 表 者 代表取締役社長  石山 喬

資 本 金 39,084百万円

住   所 東京都品川区東品川二丁目２番20号

事業内容 アルミナ、水酸化アルミニウム、アルミニウム地金・合金、アルミニウム板・押出製品

ほか各種アルミニウム加工製品の製造、販売等

業   績 平成19年３月期

売上高    241,192百万円   

経常利益    14,833百万円

当期純利益   10,322百万円



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において計画中又は実施中であった重要な設備の新設、除却等はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 当社は、平成19年10月１日をもって日本軽金属株式会社と株式交換を実施し、平成19年９月25日にジャスダ

ック証券取引所上場廃止(株式最終取引日 平成19年９月21日)となりました。なお、日本軽金属株式会社

は、株式交換日同日に当社の全発行済株式を東洋アルミニウム株式会社に譲渡したため、当社は同社の完全

子会社となりました。 

２ 優先株式のうち、20,000株はデット・エクイティ・スワップ(債務の株式化)によって発行されたものであり

ます。 

３ 優先株式の内容は、次のとおりであります。 
  

Ａ 優先配当金 

(1) 優先配当金 

当会社は、利益配当を行うときは、各決算期日最終の株主名簿に記載又は記録された優先株式を有する株主

(以下「優先株主」という。)又は優先株式の登録質権者(以下「優先登録質権者」という。)に対し、各決算期日

最終の株主名簿に記載又は記録された当会社普通株式(以下「普通株式」という。)を有する株主(以下「普通株

主」という。)及び普通株式の登録質権者(以下「普通登録質権者」という。)に先立ち、優先株式１株につき下

記(2)に定める方法により決定される額の利益配当金(以下「優先配当金」という。)を支払う。ただし、当該営

業年度において下記(3)に定める優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金を控除した額とする。 

(2) 優先配当金の額 

優先配当金の額は、優先株式の１株当たり発行価額(5,000円)に、それぞれの営業年度毎に下記の配当年率(以

下「優先配当年率」という。)を乗じて算出した額とする。優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、そ

の小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果が500円を超える場合は、優先配当金の額は500円とする。 

優先配当年率＝日本円TIBOR(半年物)＋2.0％ 

優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

「日本円TIBOR(半年物)」とは、平成17年９月30日(金)までは平成17年５月11日(水)(配当起算日)において、

午前11時における日本円半年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国

銀行協会によって公表される数値を指し、それ以降は、平成17年10月１日又はそれ以降の毎年４月１日及びその

直後の10月１日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)の２時点(以下「優先配当決定基準日」という。)におい

て、午前11時における日本円半年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として

全国銀行協会によって公表される数値の平均値を指すものとする。 

当該平均値の算出にあたり、優先配当決定基準日に日本円半年物トーキョー・インター・バンク・オファー

ド・レートが公表されない場合、これに代えて、同日(当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は前営業日)ロ

ンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート(ユーロ円LIBOR半年物

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,830,000

優先株式 170,000

計 16,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,669,979 同左 非上場 (注) １ ―

優先株式 170,000 同左 ― (注) ２,３

計 7,839,979 同左 ― ―



(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを

用いるものとする。 

(3) 優先中間配当金 

当会社は、中間配当を行うときは、当年９月末日の最終の株主名簿に記載又は記録された優先株主又は優先登

録質権者に対し、当年９月末日の最終の株主名簿に記載又は記録された普通株主及び普通登録質権者に先立ち、

上記(2)に定める額の２分の１を上限とする額の金銭(以下「優先中間配当金」という。)を支払う。 

(4) 非累積条項 

ある営業年度において優先株主又は優先登録質権者に対して支払う１株当たり利益配当金の額が上記(2)に定

める優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。 

(5) 非参加条項 

優先株主又は優先登録質権者に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。 

Ｂ 残余財産の分配 

当会社の残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録質権者に対し、普通株主及び普通登録質権者に先立

ち、優先株１株につき5,000円を支払う。 

優先株主又は優先登録質権者に対しては、上記のほか、残余財産の分配は行わない。 

Ｃ 買受又は消却等 

当会社は、法令の定めに従い、株主に配当すべき利益をもって、いつでも優先株式を買い受け、これを保有し、

また当該買受価額により消却することができる。 

Ｄ 償還請求権 

優先株主は、平成20年７月１日(火)以降、いつでも、優先株式の全部又は一部を１株につき5,000円にて償還する

ように請求することができ、当会社は、法令の定めに従い、遅滞なく償還手続を行うものとする。 

Ｅ 強制償還 

(1) 当会社は、平成20年７月１日(火)以降、いつでも優先株主又は優先登録質権者の意思にかかわらず、優先株式

の全部又は一部を償還することができる。 

(2) 一部償還の場合は、直前期末の優先株主名簿に記載又は記録された所有株式数による比例配分とする。 

(3) (1)及び(2)における償還価額は、優先株式１株につき5,250円とする。 

Ｆ 株式の併合又は分割、新株引受権等の付与 

当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、優先株式について株式の併合又は分割を行わない。 

当会社は、優先株主又は優先登録質権者には、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を

与えない。 

Ｇ 議決権 

優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

Ｈ 普通株式への転換予約権 

(1) 転換を請求し得べき期間 

平成20年４月１日(火)から平成30年３月30日(金)までとする。 

(2) 転換の条件 

優先株は、１株につき下記(イ)乃至(ハ)に定める転換価額により、当会社の普通株式に転換することができ

る。 

(イ)当初転換価額 

当初転換価額は、平成17年５月12日(木)に始まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当会

社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。平均値

の算定は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。 

(ロ)転換価額の修正 

転換価額は、平成21年４月１日(水)以降、毎年４月１日(以下「転換価額修正日」という。)に、各転換価額

修正日に先立つ45取引日目(以下本項において「取引日」というときは終値のない日を除く。)に始まる30取引

日(以下「時価算定期間」という。)の株式会社ジャスダック証券取引所における当会社の普通株式の普通取引

の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入す

る。以下「修正後転換価額」という。)に修正される。なお、上記の時価算定期間内に、下記(ハ)で定める転

換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換価額は、下記(ハ)に準じて取締役会が適当と判断する値に調

整される。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の70％に相当する金額(円位未満小数第

１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。以下「下限転換価額」という。ただし、下記(ハ)により調

整される。)を下回る場合には下限転換価額をもって修正後転換価額とする。また、修正後転換価額が当初転

換価額の100％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。以下「上限

転換価額」という。ただし、下記(ハ)により調整される。)を上回る場合には上限転換価額をもって修正後転

換価額とする。 

(ハ)転換価額の調整 

① 転換価額は、上記(イ)の当初転換価額決定日以降、下記②に掲げる各事由により、次の算式(以下「転換

価額調整式」という。)に従って調整される。 

 



 
  

② 転換価額調整式により優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

(ⅰ)下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は当会社の

有する普通株式を処分する場合(ただし、普通株式に転換されるもしくは転換できる証券又は普通株式の

交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の転換又は行使による場合は除

く。) 

  調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以

降、これを適用する。 

(ⅱ)株式の分割により普通株式を発行する場合 

  調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利

益から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨

取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株

式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議

をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

  なお、上記ただし書において、株式の分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入

の決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算出方式により、当会社の普通

株式を新たに発行する。 
  

   
  この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ⅲ)下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る当初価額をもって普通株式に転換されもしくは転換できる証券又は当

会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合 

  調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換価

額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降にこれを適用する。ただし、そ

の証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

③ 当会社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会が

適当と判断する転換価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ)株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、又は合併のために転換価額の調整を必要とするとき。

(ⅱ)その他当会社普通株式の変更又は変更の可能性が生じる事由により転換価額の調整を必要とするとき。

(ⅲ)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、転換価額の調整は行わない。ただし、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要とする事由が

発生した場合に算出される調整後の転換価額にそのつど算入する。 

⑤ 転換価額調整式中の用語等 

(ⅰ)転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入

する。 

(ⅱ)転換価額調整式に使用する「時価」は、調整後転換価額を適用する日(ただし、上記②(ⅱ)ただし書の

場合には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における

普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値とし、その計算は円位未満小数第１位まで

算出し、その小数第１位を四捨五入する。 

(ⅲ)転換価額調整式に使用する「調整前転換価額」は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とする。また、転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、株主割当日がある場合はその

日、又は株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普

通株式数から、当該日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。 

(ニ)上記(ロ)又は(ハ)により転換価額の修正又は調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並

びにその事由、修正前又は調整前の転換価額、修正後又は調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な

事項を優先株主に通知する。ただし、上記(ハ)②(ⅱ)ただし書きに示される株式の分割の場合その他適用の

日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

(3) 転換により発行すべき普通株式数 

 

 

調整後 

転換価額 ＝

 

 

調整前 

転換価額 ×

 

既発行 

普通株式数
＋

新発行・処分 

普通株式数
×

１株当たりの 

発行・処分価額

１株当たりの時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

 

株式数

 

＝

(調整前転換価額－調整後転換価額) ×
調整前転換価額をもって転換により 

当該期間内に発行された株式数

調整後転換価額



優先株式の転換により発行すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

  

 
転換により発行すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金に

よる調整は行わない。 

(4) 転換請求受付場所  

東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

(5) 転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書及び優先株式の株券が上記(4)に記載する転換請求受付場所に到着した時に発生す

る。ただし、優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。 

(6) 強制転換条項 

転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「優先株式転換基準

日」という。)以降の日で取締役会で定める日をもって、5,000円を優先株式転換基準日に先立つ45取引日(以下

本項において「取引日」というときは終値のない日を除く。)目に始まる30取引日の株式会社ジャスダック証券

取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(以下「強制転換価額」

という。)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、

その小数第１位を切り上げる。 

この場合、強制転換価額が下限転換価額を下回るときは、優先株式１株の払込金額相当額(5,000円)を当該下

限転換価額で除して得られる数の普通株式となる。前記の普通株式数の算出に当って１株に満たない端数が生じ

たときは、旧商法に定める株式併合の場合に準じてこれを取り扱う。 

(7) 期中転換又は強制転換があった場合の取扱い 

優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中間配当金は、転換の請求又は強制

転換が４月１日から９月30日までになされたときには４月１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたと

きは10月１日に、それぞれ転換があったものとしてこれを支払う。 

Ｉ 上記各項は、各種の法令に基づく必要手続きの効力発生を条件とする。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

転換により発行すべき普通株式

 

＝

優先株主が転換請求のために提出した

優先株式の発行価額の総額

転換価額

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 7,839,979 ― 780 ― ―



(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成19年９月30日現在 

 
  

② 優先株式 

平成19年９月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本軽金属株式会社 東京都品川区東品川２丁目２番20号 4,094 53.38

株式会社横浜銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目１番
１号 
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

220 2.86

東海アルミ箔友の会 神奈川県横浜市西区北幸２丁目６番１号 182 2.37

松本 豊久 静岡県駿東郡清水町 173 2.25

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 101 1.31

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 
(常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB.U.K
 
(東京都港区六本木６丁目10番１号)

100 1.30

株式会社神戸製鋼所 兵庫県神戸市中央区脇浜町２丁目10番26号 97 1.27

USB AG LONDON A/C IPB 
SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 
(常任代理人 シテイバンク銀行
株式会社)

AESCHENVORSTADT 48 CH-40
02 BASEL SWITZERLAND 
 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

94 1.22

大河原 啓右 東京都港区 77 1.01

前田 幸司 大阪府東大阪市 71 0.92

計 ― 5,210 67.93

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本軽金属株式会社 東京都品川区東品川２丁目２番20号 170 100.00

計 ― 170 100.00



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,300株含まれておりま

す。また、「議決権の数(個)」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数60個が含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式11株が含まれております。 

３ 優先株式の内容は、１「株式等の状況」の(1) 株式の総数等の② 発行済株式の注記に記載しております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 平成19年９月25日付で上場廃止したことにより、最終取引日である平成19年９月21日までの株価について記

載しております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式       170,000 ― (注) ３

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式           600

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式     7,667,000 76,670 ―

単元未満株式 普通株式         2,379 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 7,839,979 ― ―

総株主の議決権 ― 76,670 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
東海アルミ箔株式会社

神奈川県横浜市西区北幸
２丁目６番１号

600 ― 600 0.00

計 ― 600 ― 600 0.00

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 333 348 335 333 310 270

最低(円) 309 305 315 297 230 228



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

役職の異動 

  

 
  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
(第一営業部長兼第二営業 
部長兼物流センター所長)

取締役 
(第一営業部長兼第二営業 
部長兼業務グループリー 
ダー兼物流センター所長)

宮 川 恒 司 平成19年７月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,038 996 1,571

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

*4 4,847 5,342 4,987

 ３ たな卸資産 2,312 2,770 2,510

 ４ その他 325 549 410

   貸倒引当金 △125 △151 △137

   流動資産合計 8,397 65.0 9,506 66.9 9,342 67.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 *1

  (1) 建物及び 
    構築物

*2 887 943 859

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

*2 621 664 642

  (3) 土地 *2 2,683 2,683 2,683

  (4) 建設仮勘定 24 8 40

  (5) その他 *2 64 4,280 212 4,511 108 4,333

 ２ 無形固定資産 7 32 8

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 105 46 46

  (2) 長期貸付金 36 28 33

  (3) その他 106 104 99

    貸倒引当金 △14 234 △12 166 △12 167

   固定資産合計 4,522 35.0 4,710 33.1 4,510 32.6

   資産合計 12,920 100.0 14,217 100.0 13,852 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

*4 4,813 6,008 5,788

 ２ 短期借入金 *2 869 602 604

 ３ 一年以内返済 
   予定長期借入金

*2 33 474 481

 ４ 未払法人税等 17 44 28

 ５ 賞与引当金 108 109 109

 ６ その他 *4 463 574 566

   流動負債合計 6,306 48.8 7,813 54.9 7,578 54.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 *2 4,492 4,020 4,030

 ２ 繰延税金負債 0 0 0

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

521 521 521

 ４ 退職給付引当金 912 936 914

 ５ リース資産減
   損勘定

104 68 84

 ６ その他 64 64 64

   固定負債合計 6,095 47.2 5,611 39.5 5,615 40.5

   負債合計 12,401 96.0 13,425 94.4 13,194 95.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 780 6.0 780 5.5 780 5.6

 ２ 利益剰余金 △1,025 △7.9 △754 △5.3 △888 △6.4

 ３ 自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0 △0 △0.0

   株主資本合計 △245 △1.9 25 0.2 △107 △0.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

0 0.0 0 0.0 0 0.1

 ２ 土地再評価 
   差額金

761 5.9 761 5.4 761 5.5

   評価・換算差額 
   等合計

762 5.9 761 5.4 762 5.6

Ⅲ 少数株主持分 2 0.0 4 0.0 3 0.0

   純資産合計 518 4.0 792 5.6 658 4.8

   負債純資産合計 12,920 100.0 14,217 100.0 13,852 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,554 100.0 9,625 100.0 18,298 100.0

Ⅱ 売上原価 7,384 86.3 8,244 85.6 15,830 86.5

   売上総利益 1,169 13.7 1,381 14.4 2,467 13.5

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

*1 1,052 12.3 1,119 11.7 2,094 11.5

   営業利益 117 1.4 261 2.7 373 2.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 0 1 1

 ２ 受取配当金 3 5 3

 ３ 受取補償金 14 2 45

 ４ 保証債務取崩益 5 4 ―

 ５ その他 10 34 0.4 13 27 0.3 17 67 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 65 70 134

 ２ 売上割引 15 19 61

 ３ 手形売却損 ─ 0 0

 ４ 保証債務費用 ─ ─ 5

 ５ その他 12 94 1.1 9 100 1.0 20 222 1.3

   経常利益 57 0.7 188 2.0 218 1.1

Ⅵ 特別利益

 １ 課徴金納付引当金 
   戻入益

5 ― 5

 ２ 関係会社清算益 13 18 0.2 ― ― ― 13 18 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 *2 ― 1 ―

 ２ 固定資産除却損 *3 ― ― ― 15 17 0.2 4 4 0.0

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

75 0.9 170 1.8 231 1.2

   法人税、住民 
   税及び事業税

8 0.1 36 0.4 25 0.1

   少数株主利益 
   又は少数株主 
   損失(△)

△1 △0.0 0 0.0 0 0.0

   中間(当期)純利益 68 0.8 133 1.4 206 1.1



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 780 750 △1,844 △0 △314

中間連結会計期間中の変動額

 資本準備金取崩額(注) △750 750 ―

 中間純利益 68 68

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 (純額)

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

△750 818 68

平成18年９月30日残高(百万円) 780 ― △1,025 △0 △245

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
土地再評価 
差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 0 761 762 3 451

中間連結会計期間中の変動額

 資本準備金取崩額(注) ―

 中間純利益 68

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 (純額)

△0 △0 △1 △1

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

△0 △0 △1 67

平成18年９月30日残高(百万円) 0 761 762 2 518



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 780 △888 △0 △107

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 133 133

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 (純額)

△0 △0

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

133 △0 133

平成19年９月30日残高(百万円) 780 △754 △0 25

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
土地再評価 
差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 0 761 762 3 658

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 133

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 (純額)

△0 △0 0 0

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

△0 △0 0 133

平成19年９月30日残高(百万円) 0 761 761 4 792



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 780 750 △1,844 △0 △314

連結会計年度中の変動額

 資本準備金取崩額(注) △750 750 ―

 当期純利益 206 206

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△750 956 206

平成19年３月31日残高(百万円) 780 ― △888 △0 △107

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
土地再評価 
差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 0 761 762 3 451

連結会計年度中の変動額

 資本準備金取崩額(注) ―

 当期純利益 206

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

0 0 0 0

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

0 0 0 206

平成19年３月31日残高(百万円) 0 761 762 3 658



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

75 170 231

 ２ 減価償却費 75 118 149

 ３ 有形固定資産売却益 △2 ― ―

 ４ 有形固定資産売却損 ― 1 ―

 ５ 有形固定資産除却損 ― 15 4

 ６ 関係会社清算益 △13 ― △13

 ７ 貸倒引当金の増加額 17 13 28

 ８ 賞与引当金の増加額 
   (△減少額)

6 △0 8

 ９ 課徴金納付引当金の減少額 △130 ― △130

 10 退職給付引当金の増加額 25 21 28

 11 役員退職慰労引当金の 
   減少額

△79 ― △79

 12 受取利息及び受取配当金 △3 △2 △4

 13 支払利息 65 70 134

 14 売上債権の増加額 △694 △355 △834

 15 たな卸資産の増加額 △194 △260 △392

 16 仕入債務の増加額 935 39 1,908

 17 その他 77 △189 40

    小計 162 △355 1,079

 18 利息及び配当金の受取額 3 2 4

 19 利息の支払額 △59 △69 △128

 20 法人税等の支払額 △20 △22 △21

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

86 △444 933



  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 投資有価証券の取得 
   による支出

△0 △0 △1

 ２ 投資有価証券の売却 
   による収入

― ― 60

 ３ 関係会社清算による収入 ― ― 23

 ４ 有形固定資産の取得 
   による支出

△37 △92 △140

 ５ 有形固定資産の売却 
   による収入

14 1 ―

 ６ 無形固定資産の取得 
   による支出

△0 △26 △2

 ７ 貸付けによる支出 △2 △1 △3

 ８ 貸付金の回収による収入 6 6 10

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△18 △111 △54

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △90 △2 △355

 ２ 長期借入金の返済による 
   支出

△356 △17 △371

 ３ 自己株式の取得による 
   支出

― △0 ―

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△447 △19 △726

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額(△減少額)

△379 △575 153

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,418 1,571 1,418

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

*1 1,038 996 1,571



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  ４社 

   主要な連結子会社の名称 

    東海アルミ工業㈱ 

    ㈱東海アルミ箔北海道 

    東海箔加工㈱ 

    アルファミック㈱

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  ４社 

   主要な連結子会社の名称 

    東海アルミ工業㈱ 

    ㈱東海アルミ箔北海道 

    東海箔加工㈱ 

    アルファミック㈱

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  ４社 

   主要な連結子会社の名称 

    東海アルミ工業㈱ 

    ㈱東海アルミ箔北海道 

    東海箔加工㈱ 

    アルファミック㈱

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

       東海アルミ産業㈱

   なお、東海アルミ産業㈱

は、平成18年10月30日に清算

結了いたしました。

 (2)    ――――

       

   

 (2)    ――――

 前連結会計年度まで非連結

子会社でありました東海アル

ミ産業㈱は、平成18年10月30

日に清算結了いたしました。

  (連結の範囲から除いた理由)

  非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中間

純損益及び利益剰余金等は、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。

 

     

      ――――

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の関連会社数

            ―社

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の関連会社数

            ―社

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の関連会社数

            ―社

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称

   東海アルミ産業㈱ 

(非連結子会社)

   中川アルミ加工㈱ 

(関連会社)

   なお、東海アルミ産業㈱

は、平成18年10月30日に清算

結了いたしました。

 (2) 持分法を適用しない関連会社

の名称

   中川アルミ加工㈱

  

 (2) 持分法を適用しない関連会社

の名称

   中川アルミ加工㈱

 前連結会計年度まで非連結

子会社でありました東海アル

ミ産業㈱は、平成18年10月30

日に清算結了いたしました。

  (持分法を適用しない理由)

 持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社は、それ

ぞれ中間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないためであります。

  (持分法を適用しない理由)

 持分法を適用しない関連会

社は、中間純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないためであります。

  (持分法を適用しない理由)

 持分法を適用しない関連会

社は、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないためであります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

     同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

  連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  イ 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

     中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定してお

ります。)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  イ 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

     同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  イ 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

     連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

    時価のないもの

     同左

    時価のないもの

     同左

  ロ たな卸資産

    製品及び仕掛品

     主として総平均法による

低価法

    原材料

     主として移動平均法によ

る低価法

    貯蔵品

     総平均法による原価法

  ロ たな卸資産 

     同左

  ロ たな卸資産

     同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

    定額法

    なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

ａ 平成19年３月31日以前に

取得したもの

     旧定額法

    なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。

ｂ 平成19年４月１日以降に

取得したもの

     定額法

    なお、耐用年数及び残存

価額については、改正後の

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

    定額法

    なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。

  (会計方針の変更)

   法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、当中間連

結会計期間から、平成19年４月

１日以降に所得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   この結果、前中間連結会計期

間と同一の方法によった場合に

比べ、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益が１百

万円それぞれ減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に

記載しております。

  (追加情報)

   当中間連結会計期間から、平

成19年３月31日以前に所得した

ものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によ

っております。 

 当該変更に伴う損益に与える

影響は、40百万円であります。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に

記載しております。

  ロ 無形固定資産

    定額法

 なお、償却年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。ただし、自社利用のソフ

トウェアは、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

  ロ 無形固定資産

     同左

  ロ 無形固定資産

     同左

  ハ 長期前払費用

    定額法

 なお、償却年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

  ハ   ――――   ハ   ――――

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

    債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

     同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

     同左

  ロ 賞与引当金

    従業員に対する賞与の支払

に備えるため、支給見込額の

うち当中間連結会計期間の負

担額を計上しております。

  ロ 賞与引当金

     同左

  ロ 賞与引当金

    従業員に対する賞与の支払

に備えるため、支給見込額の

うち当連結会計年度の負担額

を計上しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ハ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

    なお、当社は会計基準変更

時差異(821百万円)について

は、15年による按分額を費用

処理しております。

  ハ 退職給付引当金

     同左

  ハ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の額に基づき計上しており

ます。

    なお、当社は会計基準変更

時差異(821百万円)について

は、15年による按分額を費用

処理しております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

     同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

     同左

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

  なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示して

おります。

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

    消費税等の会計処理 

   同左

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

     同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。



次へ 

会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等)

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は516百万円であり

ます。

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

―――― (貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等)

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は654百万円であり

ます。

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。



次へ 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

*１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,589百万円

*１ 有形固定資産の減価償却累計額

10,920百万円

*１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,501百万円

*２ 担保資産及び対応債務

  担保に供されている資産は次の

とおりであります。

百万円 百万円

土地 2,681 (2,590)

建物及び構築物 801 (619)

機械装置及び 
運搬具

543 (543)

有形固定資産 
その他

44 (44)

計 4,070 (3,798)

*２ 担保資産及び対応債務

  担保に供されている資産は次の

とおりであります。

百万円 百万円

土地 2,679 (2,588)

建物及び構築物 876 (705)

機械装置及び 
運搬具

591 (591)

有形固定資産 
その他

183 (183)

計 4,330 (4,069)

*２ 担保資産及び対応債務

  担保に供されている資産は次の

とおりであります。

百万円 百万円

土地 2,679 (2,588)

建物及び構築物 773 (597)

機械装置及び
運搬具

566 (566)

有形固定資産
その他

76 (76)

計 4,096 (3,829)

 

  上記に対応する債務は次のとお

りであります。

百万円 百万円

短期借入金 617 (─)

長期借入金 4,516 (4,361)

(一年以内返済予定分を含む)

計 5,133 (4,361)

  上記のうち( )内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しており

ます。

 

  上記に対応する債務は次のとお

りであります。

百万円 百万円

短期借入金 592 (─)

長期借入金 4,489 (4,471)

(一年以内返済予定分を含む)

計 5,081 (4,471)

  上記のうち( )内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しており

ます。

 

  上記に対応する債務は次のとお

りであります。

百万円 百万円

短期借入金 604 (─)

長期借入金 4,502 (4,483)

(一年以内返済予定分を含む)

計 5,107 (4,483)

  上記のうち( )内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しており

ます。

 ３    ──────
 
 ３ 受取手形割引高 252百万円

 
 ３ 受取手形割引高 395百万円

 *４ 中間連結会計期間末日満期手形

の処理

  中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

  なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が、中間連結会計期間末残高に

含まれております。

       受取手形      170百万円
     支払手形      366百万円
       流動負債その他    0百万円
     (設備支払手形) 

 *４ 中間連結会計期間末日満期手形

の処理

  中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

  なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が、中間連結会計期間末残高に

含まれております。

       受取手形   137百万円
     支払手形    476百万円

 *４ 連結会計年度末日満期手形の処

理

  連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

  なお、当連結会計年度末日が金

融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が、連

結会計年度末残高に含まれており

ます。

      受取手形      210百万円
  支払手形     484百万円

  



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

*１ 販売費及び一般管理費の主要な

費目及び金額は次のとおりであ

ります。

百万円

荷造・運送費 309

貸倒引当金繰入額 3

給料手当 222

賞与引当金繰入額 40

退職給付費用 29

減価償却費 8

*１ 販売費及び一般管理費の主要な

費目及び金額は次のとおりであ

ります。

百万円

荷造・運送費 329

貸倒引当金繰入額 13

給料手当 189

賞与引当金繰入額 41

退職給付費用 23

減価償却費 10

*１ 販売費及び一般管理費の主要な

費目及び金額は次のとおりであ

ります。

百万円

荷造・運送費 653

貸倒引当金繰入額 31

給料手当 382

賞与引当金繰入額 87

退職給付費用 40

減価償却費 17

*２     ―――― *２ 固定資産売却損の内容は、次の

とおりであります。

百万円

土地 0

建物及び構築物 1

計 1

*２     ――――

*３     ―――― *３ 固定資産除却損の内容は、次の

とおりであります。

百万円

建物及び構築物 3

機械装置及び 

運搬具
10

その他 0

計 15

*３ 固定資産除却損の内容は、次の

とおりであります。

百万円

建物及び構築物 0

機械装置及び 

運搬具
4

その他 0

計 4

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 7,669,979 ─ ─ 7,669,979

 優先株式 170,000 ─ ─ 170,000

合計 7,839,979 ─ ─ 7,839,979

自己株式

 普通株式 401 ─ ─ 401

合計 401 ─ ─ 401



前へ   次へ 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加210株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  
２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 
   該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
    該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 7,669,979 ─ ─ 7,669,979

 優先株式 170,000 ─ ─ 170,000

合計 7,839,979 ─ ─ 7,839,979

自己株式

 普通株式 401 210 ─ 611

合計 401 210 ─ 611

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 7,669,979 ─ ─ 7,669,979

 優先株式 170,000 ─ ─ 170,000

合計 7,839,979 ─ ─ 7,839,979

自己株式

 普通株式 401 ─ ─ 401

合計 401 ─ ─ 401

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

*１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

百万円

現金及び預金勘定 1,038

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

─

現金及び現金同等物 1,038

*１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

百万円

現金及び預金勘定 996

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

─

現金及び現金同等物 996

*１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

百万円

現金及び預金勘定 1,571

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

─

現金及び現金同等物 1,571



(リース取引関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

 

取 得 価

額 相 当

額

(百万円)

減価償却

累計額相

当額

(百万円)

減損損失

累計額相

当額

(百万円)

中間期末

残高相当

額

(百万円)

機 械 装

置 及 び

運搬具

523 162 74 285

( 有 形

固 定 資

産 ) そ

の他

200 145 25 30

無 形 固

定資産 11 7 4 －

合計 735 315 104 316

 

取 得 価

額 相 当

額

(百万円)

減価償却

累計額相

当額

(百万円)

減損損失

累計額相

当額

(百万円)

中間期末

残高相当

額

(百万円)

機 械 装

置 及 び

運搬具

789 209 36 543

( 有 形

固 定 資

産 ) そ

の他

106 52 30 23

無 形 固

定資産 11 9 1 －

合計 908 271 68 567

取 得 価

額 相 当

額

(百万円)

減価償却

累計額相

当額

(百万円)

減損損失

累計額相

当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

機 械 装

置 及 び

運搬具

618 204 49 364

( 有 形

固 定 資

産 ) そ

の他

215 156 31 26

無 形 固

定資産 11 8 2 －

合計 845 369 84 391

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等

百万円

１年以内 94

１年超 326

合計 420

百万円

リース資産減損勘定
中間期末残高

104

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等

百万円

１年以内 137

１年超 498

合計 636

百万円

リース資産減損勘定
中間期末残高

68

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等

百万円

１年以内 107

１年超 367

合計 475

百万円

リース資産減損勘定
期末残高

84

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 53

リース資産減損勘 
定の取崩額

19

減価償却費相当額 53

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 66

リース資産減損勘
定の取崩額

15

減価償却費相当額 66

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 110

リース資産減損勘 
定の取崩額

39

減価償却費相当額 110

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 3 3 0

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

計 3 3 0

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 
非上場株式

102

計 102

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 4 4 0

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

計 4 4 0

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 
非上場株式

42

計 42



前へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日)、当中間連結会計期間末(平成19年９月30日)及び前連結会

計年度末(平成19年３月31日) 

当グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３

月31日) 

該当事項はありません。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 3 4 0

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

計 3 4 0

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 
非上場株式

42

計 42



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) アルミニウム箔事業……アルミニウム箔及びその関連製品の製造及び販売 

(2) 不動産事業………………ビルの賃貸及び管理 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) アルミニウム箔事業……アルミニウム箔及びその関連製品の製造及び販売 

(2) 不動産事業………………ビルの賃貸及び管理 

３  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減

価償却資産の減価償却の方法 イ 有形固定資産(会計方針の変更)」に記載のとおり、法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令第83号))に伴い、当中間連結会計期間から、平成19年４月１日以降に所得した

ものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

 この結果、前中間連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ、アルミニウム箔事業について営業利

益、経常利益及び税金等調整前中間純利益が１百万円それぞれ減少しております。 

 また、「同(追加情報)」に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成19年３月31日以前に所得したも

のについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

 当該変更に伴うアルミニウム箔事業について損益に与える影響は、40百万円であります。 

  

アルミニウム箔 
事業(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 8,484 69 8,554 ― 8,554

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,484 69 8,554 ― 8,554

営業費用 8,403 33 8,437 ― 8,437

営業利益 81 36 117 ― 117

アルミニウム箔 
事業(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 9,558 67 9,625 ― 9,625

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 9,558 67 9,625 ― 9,625

営業費用 9,329 34 9,363 ― 9,363

営業利益 228 33 261 ― 261



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) アルミニウム箔事業……アルミニウム箔及びその関連製品の製造及び販売 

(2) 不動産事業………………ビルの賃貸及び管理 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３

月31日)  

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しておりま

す。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３

月31日) 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

  

  

(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３

月31日) 

該当事項はありません。 

  

アルミニウム箔 
事業(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 18,159 138 18,298 ― 18,298

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 18,159 138 18,298 ― 18,298

営業費用 17,856 67 17,924 ― 17,924

営業利益 302 70 373 ― 373



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

１株当たり純資産額 △43.46円

１株当たり中間純利益 8.99円

潜在株式調整後１株当 
たり中間純利益

7.52円

 

 

 

１株当たり純資産額 △8.15円

１株当たり中間純利益 17.40円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

14.57円

 

 

１株当たり純資産額 △25.48円

１株当たり当期純利益 26.94円

潜在株式調整後１株当 
たり当期純利益

22.55円

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 518 792 658

普通株式に係る純資産額 (百万円) △333 △62 △195

差額の主な内訳
  優先株式
  少数株主持分

(百万円)
(百万円)

850
2

850
4

850
3

普通株式の発行済株式数 (株) 7,669,979 7,669,979 7,669,979

普通株式の自己株式数 (株) 401 611 401

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数

(株) 7,669,578 7,669,368 7,669,578

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益

 中間(当期)純利益 (百万円) 68 133 206

 普通株主に帰属しない 
 金額

(百万円) ― ― ─

 普通株式に係る 
 中間(当期)純利益

(百万円) 68 133 206

 普通株式の期中平均 
 株式数

(株) 7,669,578 7,669,463 7,669,578

潜在株式調整後１株当た 
り中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益 
 調整額

(百万円) ― ― ─

 普通株式増加数 (株) 1,493,849 1,493,849 1,493,849

 (うち優先株式) (株) (1,493,849) (1,493,849) (1,493,849)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― (日本軽金属株式会社との株式交換

契約締結について)

 当社は、平成19年５月15日開催の

取締役会において、日本軽金属株式

会社を株式交換完全親会社とし、当

社を株式交換完全子会社とする株式

交換を行うことを決議し、同日付で

株式交換契約を締結いたしました。

１ 株式交換契約の概要

(1) 株式交換の目的

  平成17年５月11日に日本軽金属

株式会社(以下「日軽金」といい

ます。)が当社の発行済株式総数

の53％超を取得し子会社化して以

降、シナジーの追求と両社の企業

価値の向上を目指してまいりまし

た。特に、日軽金の完全子会社で

当社と同じくアルミ箔事業を営む

東洋アルミニウム株式会社(以下

「東洋」といいます。)と当社

は、密接な連携を通じて、各々が

保有するノウハウや人材といった

経営資源を相互に活用することに

より、成果を挙げてまいりまし

た。 

 しかしながら、今後の国内にお

けるアルミ箔事業を展望します

と、安価な輸入品の参入もあり、

更なる競争の激化とお客様のニー

ズの多様化が予想され、当社を含

む日軽金グループのアルミ箔事業

の成長を持続するためには、日軽

金グループ全体の経営資源の一層

の効率的な活用が不可欠との考え

で両社は一致いたしました。 

 当社は、平成19年５月15日開催

の取締役会において、当社を日軽

金の完全子会社とすることが最善

であり、本株式交換が双方の株主

の利益を損なうものではないと判

断し、株式交換契約締結を決議い

たしました。なお、利益相反を回

避する措置として、当社の取締役

会において利害関係のある兼任役

員は本株式交換契約締結の決議に

加わっておりません。 

  なお、本株式交換により株式会

社ジャスダック証券取引所に上場

しております当社の株式は、平成

19年９月25日に上場廃止となりま

した。

(日本軽金属株式会社との株式交換

契約締結について)

 当社は、平成19年５月15日開催の

取締役会において、日本軽金属株式

会社を株式交換完全親会社とし、当

社を株式交換完全子会社とする株式

交換を行うことを決議し、同日付で

株式交換契約を締結いたしました。

１ 株式交換契約の概要

(1) 株式交換の目的

  平成17年５月11日に日本軽金属

株式会社(以下「日軽金」といい

ます。)が当社の発行済株式総数

の53％超を取得し子会社化して以

降、シナジーの追求と両社の企業

価値の向上を目指してまいりまし

た。特に、日軽金の完全子会社で

当社と同じくアルミ箔事業を営む

東洋アルミニウム株式会社(以下

「東洋」といいます。)と当社

は、密接な連携を通じて、各々が

保有するノウハウや人材といった

経営資源を相互に活用することに

より、成果を挙げてまいりまし

た。 

 しかしながら、今後の国内にお

けるアルミ箔事業を展望します

と、安価な輸入品の参入もあり、

更なる競争の激化とお客様のニー

ズの多様化が予想され、当社を含

む日軽金グループのアルミ箔事業

の成長を持続するためには、日軽

金グループ全体の経営資源の一層

の効率的な活用が不可欠との考え

で両社は一致いたしました。 

 当社は、平成19年５月15日開催

の取締役会において、当社を日軽

金の完全子会社とすることが最善

であり、本株式交換が双方の株主

の利益を損なうものではないと判

断し、株式交換契約締結を決議い

たしました。なお、利益相反を回

避する措置として、当社の取締役

会において利害関係のある兼任役

員は本株式交換契約締結の決議に

加わっておりません。 

  なお、本株式交換により株式会

社ジャスダック証券取引所に上場

しております当社の株式は、平成

19年９月25日に上場廃止となる予

定であります。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――

 

(2) 完全子会社化後の日軽金グルー 

  プのアルミ箔事業体制

  日軽金は株式交換の効力発生日

である平成19年10月１日に、保有

する当社の全株式を東洋に譲渡

し、当社は東洋の直接保有の完全

子会社となりました。これによ

り、日軽金グループのアルミ箔事

業の経営戦略は、東洋を中核とし

て統一的に組み立てることが可能

になり、生産戦略、販売戦略、購

買戦略、人的配分の意思決定が統

一され、より効率的な設備投資・

生産配分、人的交流など全体最適

化の向上により、様々なシナジー

が促進されると確信いたします。 

 今後、日軽金グループとして

は、東洋・当社が持つ強みを活か

しながら、従来にも増してお客様

のニーズにお応えする商品を提供

するとともに、コスト競争力及び

開発力も強化することで、安定し

た収益基盤を確立してまいりま

す。

(3) 株式交換契約の日程

  平成19年10月１日(月) 

   株式交換効力発生日 

  平成19年11月20日(火) 

   株券交付日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 株式交換比率

会社名
日本軽金属
㈱(完全親
会社)

東海アルミ
箔㈱(完全
子会社)

株式交換 
比率

1 1

 

(2) 完全子会社化後の日軽金グルー 

  プのアルミ箔事業体制

  株式交換の効力発生日後速やか

に、日軽金が保有する当社の全て

の株式を東洋に譲渡し、当社を東

洋の直接保有の完全子会社とする

予定であります。これにより、日

軽金グループのアルミ箔事業の経

営戦略は、東洋を中核として統一

的に組み立てることが可能にな

り、生産戦略、販売戦略、購買戦

略、人的配分の意思決定が統一さ

れ、より効率的な設備投資・生産

配分、人的交流など全体最適化の

向上により、様々なシナジーが促

進されると確信いたします。 

 今後、日軽金グループとして

は、東洋・当社が持つ強みを活か

しながら、従来にも増してお客様

のニーズにお応えする商品を提供

するとともに、コスト競争力及び

開発力も強化することで、安定し

た収益基盤を確立してまいりま

す。

(3) 株式交換契約の日程

  平成19年３月31日(土) 

   株主総会基準日 

  平成19年５月15日(火) 

   株式交換契約承認取締役会 

  平成19年５月15日(火) 

   株式交換契約締結 

  平成19年６月27日(水) 

   株式交換契約承認定時株主 

   総会 (注) 

  平成19年10月１日(月)(予定) 

   株式交換効力発生日 

  平成19年11月20日(火)(予定) 

   株券交付日

(注) 会社法第322条第１項第11

号の規定により、普通株主に

よる種類株主総会も同日に開

催いたしました。

(4) 株式交換比率

会社名
日本軽金属
㈱(完全親
会社)

東海アルミ
箔㈱(完全
子会社)

株式交換
比率

1 1



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――  (注)１ 株式の割当比率

   日軽金は、本株式交換に

際して、株式交換効力発生

日の前日(平成19年９月30

日)の最終の当社の株主名

簿に記載又は記録された株

主に対して、その所有する

当社の普通株式１株に対

し、日軽金の普通株式１株

を割当交付いたしました。 

 ただし、日軽金が保有す

る 当 社 の 普 通 株 式

4,074,400株及び優先株式

170,000株(平成19年５月14

日をもって株式会社横浜銀

行から取得した40,000株を

含みます。)並びに日軽金

が株式交換の効力発生日の

前日までに日軽金の子会社

の日軽産業株式会社から取

得した普通株式19,900株に

対しては、本株式交換によ

る株式の割当交付はいたし

ません。

 (注)２ 株式交換により交付する 

     株式数

   日軽金は、本株式交換に

際して普通株式1,775,679

株を新たに発行し、これに

日軽金が所有する自己株式

1,800,000株をあわせた合

計3,575,679株を、本株式

交換による株式の割当てに

充当いたしました。

(5) 株式交換比率の算定根拠

  本株式交換の株式交換比率につ

いては、その公正性を担保するた

めの手続きの一環として、両社が

個別に第三者機関に株式交換比率

の算定について専門家としての意

見を求めることとし、日軽金はみ

ずほ証券株式会社(以下「みずほ

証券」といいます。)に、当社は

ＰｗＣアドバイザリー株式会社

(以下「ＰｗＣアドバイザリー」

といいます。)に、それぞれ株式

交換比率の算定を依頼しました。 

 みずほ証券は、両社の株式につ

いて、市場株価基準法(平成19年

 (注)１ 株式の割当比率

   日軽金は、本株式交換に

際して、株式交換効力発生

日の前日(平成19年９月30

日)の最終の当社の株主名

簿に記載又は記録された株

主に対して、その所有する

当社の普通株式１株に対

し、日軽金の普通株式１株

を割当交付いたします。 

 ただし、日軽金が保有す

る 当 社 の 普 通 株 式

4,074,400株及び優先株式

170,000株(平成19年５月14

日をもって株式会社横浜銀

行から取得した40,000株を

含みます。)並びに日軽金

が株式交換の効力発生日の

前日までに日軽金の子会社

の日軽産業株式会社から取

得する普通株式19,900株に

対しては、本株式交換によ

る株式の割当交付はいたし

ません。

 (注)２ 株式交換により交付する 

     株式数

   日軽金は、本株式交換に

際して普通株式1,775,679

株を新たに発行し、これに

日軽金が所有する自己株式

1,800,000株をあわせた合

計3,575,679株を、本株式

交換による株式の割当てに

充当いたします。

(5) 株式交換比率の算定根拠

  本株式交換の株式交換比率につ

いては、その公正性を担保するた

めの手続きの一環として、両社が

個別に第三者機関に株式交換比率

の算定について専門家としての意

見を求めることとし、日軽金はみ

ずほ証券株式会社(以下「みずほ

証券」といいます。)に、当社は

ＰｗＣアドバイザリー株式会社

(以下「ＰｗＣアドバイザリー」

といいます。)に、それぞれ株式

交換比率の算定を依頼しました。 

 みずほ証券は、両社の株式につ

いて、市場株価基準法(平成19年



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――

 

 

 ５月９日を基準日として、基準日

以前の２ヶ月間、１ヶ月間及び５

営業日の各取引日終値平均)及び

ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キ

ャッシュフロー)法(なお、ＤＣＦ

法による分析において前提とした

将来の利益計画で大幅な増減益は

見込んでおりません。)による分

析をそれぞれ行いました。各評価

方法による当社の株式１株に対す

る日軽金株式の割当株数の算定結

果は下表のとおりとなります。

株式交換比率の
評価レンジ

市場株価 
基準法

0.938 ～ 0.961

ＤＣＦ法 0.932 ～ 1.069

  ＰｗＣアドバイザリーは、両社

の株式について、市場株価基準方

式(平成19年５月９日を基準日と

して、基準日以前の６ヶ月間、３

ヶ月間及び１ヶ月間の各取引日終

値平均)、ＤＣＦ方式(なお、ＤＣ

Ｆ方式による分析において前提と

した将来の利益計画で大幅な増減

益は見込んでおりません。)によ

る分析をそれぞれ行いました。各

評価方法による当社の株式１株に

対する日軽金株式の割当株数の算

定結果は下表のとおりとなりま

す。

株式交換比率の
評価レンジ

市場株価 
基準方式

0.95 ～ 1.01

ＤＣＦ方式 0.94 ～ 1.12

  両社は、それぞれ上記の第三者

機関から提出を受けた株式交換比

率の算定結果を参考に、慎重に検

討し、交渉・協議を重ねました。

その結果、それぞれ平成19年５月

15日に開催された取締役会におい

て、本株式交換における株式交換

比率を合意・決定し、同日両社間

で株式交換契約を締結いたしまし

た。

 

 

 ５月９日を基準日として、基準日

以前の２ヶ月間、１ヶ月間及び５

営業日の各取引日終値平均)及び

ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キ

ャッシュフロー)法(なお、ＤＣＦ

法による分析において前提とした

将来の利益計画で大幅な増減益は

見込んでおりません。)による分

析をそれぞれ行いました。各評価

方法による当社の株式１株に対す

る日軽金株式の割当株数の算定結

果は下表のとおりとなります。

株式交換比率の 
評価レンジ

市場株価
基準法

0.938 ～ 0.961

ＤＣＦ法 0.932 ～ 1.069

  ＰｗＣアドバイザリーは、両社

の株式について、市場株価基準方

式(平成19年５月９日を基準日と

して、基準日以前の６ヶ月間、３

ヶ月間及び１ヶ月間の各取引日終

値平均)、ＤＣＦ方式(なお、ＤＣ

Ｆ方式による分析において前提と

した将来の利益計画で大幅な増減

益は見込んでおりません。)によ

る分析をそれぞれ行いました。各

評価方法による当社の株式１株に

対する日軽金株式の割当株数の算

定結果は下表のとおりとなりま

す。

株式交換比率の 
評価レンジ

市場株価
基準方式

0.95 ～ 1.01

ＤＣＦ方式 0.94 ～ 1.12

  両社は、それぞれ上記の第三者

機関から提出を受けた株式交換比

率の算定結果を参考に、慎重に検

討し、交渉・協議を重ねました。

その結果、それぞれ平成19年５月

15日に開催された取締役会におい

て、本株式交換における株式交換

比率を合意・決定し、同日両社間

で株式交換契約を締結いたしまし

た。なお、この株式交換比率は、

算定の基礎となる諸条件について

重大な変更が生じた場合、両社間

の協議により変更することがあり

ます。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― ２ 日本軽金属株式会社の概要

(1) 住所 

  東京都品川区東品川二丁目２番 

  20号  

(2) 代表者の氏名 

  代表取締役社長  石山 喬 

(3) 資本金     39,084百万円 

(4) 事業内容 

  アルミナ、水酸化アルミニウ 

  ム、アルミニウム地金・合金、 

  アルミニウム板・押出製品ほか 

  各種アルミニウム加工製品の製 

  造、販売等 

(5) 売上高及び当期純利益 

        (平成19年３月期) 

  売上高    241,192百万円 

  当期純利益   10,322百万円 

(6) 資産、負債、純資産の状況 

     (平成19年３月31日現在) 

  資産     306,495百万円 

  負債     204,268百万円 

  純資産     102,227百万円

 なお、日軽金が平成19年10月１日

に、当社の全発行済株式を東洋に譲

渡したため、当社は東洋の完全子会

社となりました。 

 今後の体制につきましては、ま

ず、電極箔並びにプレーン箔分野に

おいて、平成19年10月１日付をもっ

て当社の販売部門を東洋の販売部門

に統合し、同分野の製品を東洋ブラ

ンドに一本化してまいります。 

 また、加工箔分野においては、両

社の生産品目や生産体制は電極箔、

プレーン箔に比べそれぞれの独自性

が強いことから、当面は現状の生

産、販売体制を維持することといた

しますが、従来の東洋の販路に加え

て、平成20年３月末を目途として、

東洋の子会社である東洋アルミ商事

株式会社を東海東洋アルミ販売株式

会社(仮称)と商号変更し、東洋及び

当社の同分野製品の販売会社として

組織再編する予定であります。

２ 日本軽金属株式会社の概要

(1) 住所 

  東京都品川区東品川二丁目２番 

  20号  

(2) 代表者の氏名 

  代表取締役社長  佐藤 薫郷 

(3) 資本金     39,084百万円 

(4) 事業内容 

  アルミナ、水酸化アルミニウ 

  ム、アルミニウム地金・合金、 

  アルミニウム板・押出製品ほか 

  各種アルミニウム加工製品の製 

  造、販売等 

(5) 売上高及び当期純利益 

        (平成19年３月期) 

  売上高    241,192百万円 

  当期純利益   10,322百万円 

(6) 資産、負債、純資産の状況 

     (平成19年３月31日現在) 

  資産     306,495百万円 

  負債     204,268百万円 

  純資産     102,227百万円



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 803 748 1,110

 ２ 受取手形 *5 1,395 1,207 1,093

 ３ 売掛金 3,285 3,884 3,769

 ４ たな卸資産 1,715 2,196 1,979

 ５ 未収入金 405 609 471

 ６ その他 298 252 255

   貸倒引当金 △676 △644 △630

   流動資産合計 7,228 62.7 8,254 64.9 8,049 65.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 *1

  (1) 建物 *2 633 704 613

  (2) 機械及び装置 *2 573 595 596

  (3) 土地 *2 2,590 2,590 2,590

  (4) その他 *2 80 213 138

有形固定資産合計 3,877 4,105 3,938

 ２ 無形固定資産 5 30 6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 303 244 244

  (2) 長期貸付金 173 140 151

  (3) その他 64 62 63

    貸倒引当金 △128 △118 △130

投資その他の資産合計 413 329 328

   固定資産合計 4,296 37.3 4,464 35.1 4,273 34.7

   資産合計 11,524 100.0 12,719 100.0 12,323 100.0



  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 *5 1,331 1,781 1,563

 ２ 買掛金 2,623 2,893 2,979

 ３ 短期借入金 *2 ─ 445 445

 ４ 賞与引当金 54 57 54

 ５ その他 *5 475 731 567

   流動負債合計 4,485 38.9 5,909 46.4 5,609 45.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 *2 4,340 3,895 3,895

 ２ 繰延税金負債 0 ― 0

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

521 521 521

 ４ 退職給付引当金 771 787 769

 ５ 債務保証損失等 
   引当金

110 64 111

 ６ リース資産減損
   勘定

104 68 84

   固定負債合計 5,847 50.8 5,337 42.0 5,381 43.7

   負債合計 10,332 89.7 11,247 88.4 10,991 89.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 780 6.7 780 6.1 780 6.3

 ２ 利益剰余金

  (1) その他利益 
    剰余金

    繰越利益剰余金 △350 △69 △210

   利益剰余金合計 △350 △3.0 △69 △0.5 △210 △1.7

 ３ 自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0 △0 △0.0

   株主資本合計 430 3.7 710 5.6 569 4.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

0 0.0 △0 △0.0 0 0.0

 ２ 土地再評価差額金 761 6.6 761 6.0 761 6.2

   評価・換算差額 
   等合計

761 6.6 761 6.0 762 6.2

   純資産合計 1,192 10.3 1,472 11.6 1,331 10.8

   負債純資産合計 11,524 100.0 12,719 100.0 12,323 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 6,945 100.0 7,839 100.0 14,666 100.0

Ⅱ 売上原価 6,144 88.5 6,934 88.5 13,058 89.0

   売上総利益 801 11.5 904 11.5 1,607 11.0

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

709 10.2 753 9.6 1,374 9.4

   営業利益 92 1.3 151 1.9 233 1.6

Ⅳ 営業外収益 *1 33 0.5 27 0.4 67 0.5

Ⅴ 営業外費用 *2 57 0.8 61 0.8 118 0.9

   経常利益 68 1.0 117 1.5 181 1.2

Ⅵ 特別利益 *3 18 0.3 46 0.6 56 0.4

Ⅶ 特別損失 *4 ─ ─ 17 0.2 4 0.0

   税引前中間 
   (当期)純利益

87 1.3 145 1.9 233 1.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

5 0.1 5 0.1 11 0.1

   中間(当期) 
   純利益

82 1.2 140 1.8 221 1.5



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定期株主総会における損失処理項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 
準備金

資本剰余金 
合計

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 780 750 750 △1,182 △1,182 △0 348 

中間会計期間中の変動額

 資本準備金取崩額(注) △750 △750 750 750 ─

 中間純利益 82 82 82

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△750 △750 832 832 82

平成18年９月30日残高(百万円) 780 ─ ─ △350 △350 △0 430

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等 
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 0 761 761 1,109

中間会計期間中の変動額

 資本準備金取崩額(注) ―

 中間純利益 82

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

0 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

0 0 82

平成18年９月30日残高(百万円) 0 761 761 1,192



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計
その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 780 △210 △210 △0 569

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 140 140 140

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△0 △0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

140 140 △0 140

平成19年９月30日残高(百万円) 780 △69 △69 △0 710

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等 
合計

平成19年３月31日残高(百万円) 0 761 762 1,331

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 140

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△0 △0 △0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△0 △0 140

平成19年９月30日残高(百万円) △0 761 761 1,472



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定期株主総会における損失処理項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 
準備金

資本剰余金 
合計

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 780 750 750 △1,182 △1,182 △0 348

事業年度中の変動額

 資本準備金取崩額(注) △750 △750 750 750 ―

 当期純利益 221 221 221

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△750 △750 971 971 221

平成19年３月31日残高(百万円) 780 ― ― △210 △210 △0 569

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等 
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 0 761 761 1,109

事業年度中の変動額

 資本準備金取崩額(注) ―

 当期純利益 221

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

0 0 0

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

0 0 221

平成19年３月31日残高(百万円) 0 761 762 1,331



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  イ 子会社株式及び関連会社株

式

    移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  イ 子会社株式及び関連会社株

式

     同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  イ 子会社株式及び関連会社株

式

     同左

  ロ その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。)

  ロ その他有価証券 

    時価のあるもの

     同左

     

  ロ その他有価証券

    時価のあるもの

     決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。)

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

    時価のないもの 

     同左

    時価のないもの 

     同左

 (2) たな卸資産 

  イ 製品及び仕掛品 

     総平均法による低価法

 (2) たな卸資産 

     同左

 (2) たな卸資産 

     同左

  ロ 原材料 

     移動平均法による低価法

  ハ 貯蔵品 

     総平均法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定額法

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産     

ａ 平成19年３月31日以前に

取得したもの

     旧定額法

    なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。

ｂ 平成19年４月１日以降に

取得したもの

     定額法

    なお、耐用年数及び残存

価額については、改正後の

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産     

   定額法

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

  (会計方針の変更)

   法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、当中間会

計期間から、平成19年４月１日

以降に所得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   この結果、前中間会計期間と

同一の方法によった場合に比

べ、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益が１百万円それ

ぞれ減少しております。

  (追加情報)

   当中間会計期間から、平成19

年３月31日以前に所得したもの

については、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によって

おります。 

 当該変更に伴う損益に与える

影響は、40百万円であります。

 (2) 無形固定資産

   定額法

   なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

   ただし、自社利用のソフトウ

ェアは、社内における利用可能

期間(５年間)に基づく定額法に

よっております。

 (2) 無形固定資産

     同左

 (2) 無形固定資産

     同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

     同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

     同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対する賞与の支払に

備えるため、支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

しております。

 (2) 賞与引当金 

     同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対する賞与の支払に

備えるため、支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上して

おります。

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、会計基準変更時差異

(821百万円)については、15年

による按分額を費用処理してお

ります。

 (3) 退職給付引当金 

     同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の額に基

づき計上しております。

   なお、会計基準変更時差異

(821百万円)については、15年

による按分額を費用処理してお

ります。

 (4) 債務保証損失等引当金

   関係会社への債務保証等に係

る損失に備えるため、関係会社

の財政状態等を勘案し、損失負

担額を計上しております。

 (4) 債務保証損失等引当金

     同左

 (4) 債務保証損失等引当金

     同左



次へ 

  

 
  

会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法 

     同左

４ リース取引の処理方法 

     同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

  なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

     同左

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示 

 に関する会計基準等)

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,192百万円であ

ります。

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

―――― (貸借対照表の純資産の部の表示 

 に関する会計基準等)

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,331百万円であ

ります。

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

*１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,384百万円

*１ 有形固定資産の減価償却累計額

10,659百万円

*１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,256百万円

*２ 担保資産及び対応債務

  担保に供されている資産は次の

とおりであります。。

百万円 百万円

土地 2,590 (2,590)

建物 612 (612)

機械及び装置 543 (543)

有形固定資産 
その他

52 (52)

計 3,798 (3,798)

*２ 担保資産及び対応債務

  担保に供されている資産は次の

とおりであります。

百万円 百万円

土地 2,588 (2,588)

建物 698 (698)

機械及び装置 591 (591)

有形固定資産 
その他

191 (191)

計 4,069 (4,069)

*２ 担保資産及び対応債務

  担保に供されている資産は次の

とおりであります。

百万円 百万円

土地 2,588 (2,588)

建物 590 (590)

機械及び装置 566 (566)

有形固定資産
その他

83 (83)

計 3,829 (3,829)

 

  上記に対応する債務は次のとお

りであります。

百万円 百万円

長期借入金 4,340 (4,340)

(１年以内返済予定分を含む)

計 4,340 (4,340)

  上記のうち( )内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しており

ます。

  このほか、担保提供資産に対応

する債務として、関係会社の金融

機関からの借入金155百万円があ

ります。

 

  上記に対応する債務は次のとお

りであります。

百万円 百万円

長期借入金 4,340 (4,340)

(１年以内返済予定分を含む)

計 4,340 (4,340)

  上記のうち( )内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しており

ます。

  このほか、担保提供資産に対応

する債務として、関係会社の金融

機関からの借入金131百万円があ

ります。

 

  上記に対応する債務は次のとお

りであります。

百万円 百万円

長期借入金 4,340 (4,340)

(１年以内返済予定分を含む)

計 4,340 (4,340)

  上記のうち( )内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しており

ます。

  このほか、担保提供資産に対応

する債務として、関係会社の金融

機関からの借入金143百万円があ

ります。

 ３ 偶発債務

  保証債務

   次の会社について金融機関か

らの借入に対して債務保証を行

っております。

   ㈱東海アルミ箔北海道

34百万円

 ３ 偶発債務

  保証債務

   次の会社について金融機関か

らの借入に対して債務保証を行

っております。

   ㈱東海アルミ箔北海道

83百万円

 ３ 偶発債務

  保証債務

   次の会社について金融機関か

らの借入に対して債務保証を行

っております。

   ㈱東海アルミ箔北海道

51百万円

 ４    ──────  ４ 受取手形割引高   

252百万円

 ４ 受取手形割引高

395百万円

*５ 中間会計期間末日満期手形の処 

   理 

     中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。

    受取手形     159百万円
    支払手形     191百万円
        流動負債その他   0百万円
    (設備支払手形) 

*５ 中間会計期間末日満期手形の処 

   理 

     中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。

    受取手形    184百万円
    支払手形    287百万円

*５ 期末日満期手形の処理     

     期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。

   なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末日

満期手形が、当期末残高に含ま

れております。

   受取手形     205百万円
   支払手形     193百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

*１ 営業外収益の主要項目

百万円

受取利息 6

受取配当金 3

受取補償金 14

保証債務取崩益 5

*１ 営業外収益の主要項目

百万円

受取利息 6

受取配当金 5

受取補償金 2

保証債務取崩益 4
 

*１ 営業外収益の主要項目

百万円

受取利息 12

受取配当金 3

受取補償金 45

 

*２ 営業外費用の主要項目

百万円

支払利息 51

 

*２ 営業外費用の主要項目

百万円

支払利息 59

手形売却損 0

*２ 営業外費用の主要項目

百万円

支払利息 105

手形売却損 0

保証債務費用 5

 

*３ 特別利益の主要項目

百万円

課徴金納付引当金 
戻入益

5

関係会社清算益 13
 

*３ 特別利益の主要項目

百万円

債務保証損失等
引当金取崩益

46

*３ 特別利益の主要項目

百万円

課徴金納付引当金 
戻入益

5

関係会社清算益 13

債務保証損失等 
引当金取崩益

38

*４     ────── *４ 特別損失の主要項目  

百万円

固定資産売却損 1

固定資産除却損 15

*４ 特別損失の主要項目

百万円

固定資産除却損 4

 ５ 減価償却実施額

百万円

有形固定資産 60

無形固定資産 0

合計 61

 ５ 減価償却実施額

百万円

有形固定資産 100

無形固定資産 2

合計 102

 ５ 減価償却実施額

百万円

有形固定資産 116

無形固定資産 1

合計 117



前へ   次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加210株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

 
  

株式の種類
前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

 普通株式 401 ― ― 401

株式の種類
前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

 普通株式 401 210 ― 611

株式の種類
前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

 普通株式 401 ― ― 401



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額
取 得 価

額 相 当

額

(百万円)

減価償却

累計額相

当額

(百万円)

減損損失

累計額相

当額

(百万円)

中間期末

残高相当

額

(百万円)

機 械 及

び装置 523 162 74 285

( 有 形

固 定 資

産 ) そ

の他

200 145 25 30

無 形 固

定資産 11 7 4 －

合計 735 315 104 316

取 得 価

額 相 当

額

(百万円)

減価償却

累計額相

当額

(百万円)

減損損失

累計額相

当額

(百万円)

中間期末

残高相当

額

(百万円)

機 械 及

び装置 789 209 36 543

( 有 形

固 定 資

産 ) そ

の他

106 52 30 23

無 形 固

定資産 11 9 1 －

合計 908 271 68 567

取 得 価

額 相 当

額

(百万円)

減価償却

累計額相

当額

(百万円)

減損損失

累計額相

当額

(百万円)

期末残高

相当額 

 

(百万円)

機 械 及

び装置 618 204 49 364

( 有 形

固 定 資

産 ) そ

の他

215 156 31 26

無 形 固

定資産 11 8 2 －

合計 845 369 84 391

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等

百万円

１年以内 94

１年超 326

合計 420

百万円

リース資産減損勘定
中間期末残高

104

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等

百万円

１年以内 137

１年超 498

合計 636

百万円

リース資産減損勘定
中間期末残高

68

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等

百万円

１年以内 107

１年超 367

合計 475

百万円

リース資産減損勘定
期末残高

84

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 53

リース資産減損勘 
定の取崩額

19

減価償却費相当額 53

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 66

リース資産減損勘
定の取崩額

15

減価償却費相当額 66

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 110

リース資産減損勘 
定の取崩額

39

減価償却費相当額 110

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日)、当中間会計期間末(平成19年９月30日)及び前事業年度末(平

成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間会計期間(自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日)及び前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



前へ   次へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

   

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

１株当たり純資産額 44.61円

１株当たり中間純利益 10.70円

潜在株式調整後１株当 
たり中間純利益

8.95円

 

 

１株当たり純資産額 81.11円

１株当たり中間純利益 18.35円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

15.35円

 

 

１株当たり純資産額 62.83円

１株当たり当期純利益 28.90円

潜在株式調整後１株当 
たり当期純利益

24.19円

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 1,192 1,472 1,331

普通株式に係る純資産額 (百万円) 342 622 481

差額の主な内訳
  優先株式 (百万円) 850 850 850

普通株式の発行済株式数 (株) 7,669,979 7,669,979 7,669,979

普通株式の自己株式数 (株) 401 611 401

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数

(株) 7,669,578 7,669,368 7,669,578

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益

 中間(当期)純利益 (百万円) 82 140 221

 普通株主に帰属しない 
 金額

(百万円) ― ― ―

 普通株式に係る 
 中間(当期)純利益

(百万円) 82 140 221

 普通株式の期中平均 
 株式数

(株) 7,669,578 7,669,463 7,669,578

潜在株式調整後１株当た 
り中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益 
 調整額 

(百万円) ― ― ―

 普通株式増加数 (株) 1,493,849 1,493,849 1,493,849

 (うち優先株式) (株) (1,493,849) (1,493,849) (1,493,849)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― (日本軽金属株式会社との株式交換

契約締結について)

 当社は、平成19年５月15日開催の

取締役会において、日本軽金属株式

会社を株式交換完全親会社とし、当

社を株式交換完全子会社とする株式

交換を行うことを決議し、同日付で

株式交換契約を締結いたしました。

１ 株式交換契約の概要

(1) 株式交換の目的

  平成17年５月11日に日本軽金属

株式会社(以下「日軽金」といい

ます。)が当社の発行済株式総数

の53％超を取得し子会社化して以

降、シナジーの追求と両社の企業

価値の向上を目指してまいりまし

た。特に、日軽金の完全子会社で

当社と同じくアルミ箔事業を営む

東洋アルミニウム株式会社(以下

「東洋」といいます。)と当社

は、密接な連携を通じて、各々が

保有するノウハウや人材といった

経営資源を相互に活用することに

より、成果を挙げてまいりまし

た。 

 しかしながら、今後の国内にお

けるアルミ箔事業を展望します

と、安価な輸入品の参入もあり、

更なる競争の激化とお客様のニー

ズの多様化が予想され、当社を含

む日軽金グループのアルミ箔事業

の成長を持続するためには、日軽

金グループ全体の経営資源の一層

の効率的な活用が不可欠との考え

で両社は一致いたしました。 

 当社は、平成19年５月15日開催

の取締役会において、当社を日軽

金の完全子会社とすることが最善

であり、本株式交換が双方の株主

の利益を損なうものではないと判

断し、株式交換契約締結を決議い

たしました。なお、利益相反を回

避する措置として、当社の取締役

会において利害関係のある兼任役

員は本株式交換契約締結の決議に

加わっておりません。 

  なお、本株式交換により株式会

社ジャスダック証券取引所に上場

しております当社の株式は、平成

19年９月25日に上場廃止となりま

した。

(日本軽金属株式会社との株式交換

契約締結について)

 当社は、平成19年５月15日開催の

取締役会において、日本軽金属株式

会社を株式交換完全親会社とし、当

社を株式交換完全子会社とする株式

交換を行うことを決議し、同日付で

株式交換契約を締結いたしました。

１ 株式交換契約の概要

(1) 株式交換の目的

  平成17年５月11日に日本軽金属

株式会社(以下「日軽金」といい

ます。)が当社の発行済株式総数

の53％超を取得し子会社化して以

降、シナジーの追求と両社の企業

価値の向上を目指してまいりまし

た。特に、日軽金の完全子会社で

当社と同じくアルミ箔事業を営む

東洋アルミニウム株式会社(以下

「東洋」といいます。)と当社

は、密接な連携を通じて、各々が

保有するノウハウや人材といった

経営資源を相互に活用することに

より、成果を挙げてまいりまし

た。 

 しかしながら、今後の国内にお

けるアルミ箔事業を展望します

と、安価な輸入品の参入もあり、

更なる競争の激化とお客様のニー

ズの多様化が予想され、当社を含

む日軽金グループのアルミ箔事業

の成長を持続するためには、日軽

金グループ全体の経営資源の一層

の効率的な活用が不可欠との考え

で両社は一致いたしました。 

 当社は、平成19年５月15日開催

の取締役会において、当社を日軽

金の完全子会社とすることが最善

であり、本株式交換が双方の株主

の利益を損なうものではないと判

断し、株式交換契約締結を決議い

たしました。なお、利益相反を回

避する措置として、当社の取締役

会において利害関係のある兼任役

員は本株式交換契約締結の決議に

加わっておりません。 

  なお、本株式交換により株式会

社ジャスダック証券取引所に上場

しております当社の株式は、平成

19年９月25日に上場廃止となる予

定であります。



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――

 

(2) 完全子会社化後の日軽金グルー 

  プのアルミ箔事業体制

  日軽金は株式交換の効力発生日

である平成19年10月１日に、保有

する当社の全株式を東洋に譲渡

し、当社は東洋の直接保有の完全

子会社となりました。これによ

り、日軽金グループのアルミ箔事

業の経営戦略は、東洋を中核とし

て統一的に組み立てることが可能

になり、生産戦略、販売戦略、購

買戦略、人的配分の意思決定が統

一され、より効率的な設備投資・

生産配分、人的交流など全体最適

化の向上により、様々なシナジー

が促進されると確信いたします。 

 今後、日軽金グループとして

は、東洋・当社が持つ強みを活か

しながら、従来にも増してお客様

のニーズにお応えする商品を提供

するとともに、コスト競争力及び

開発力も強化することで、安定し

た収益基盤を確立してまいりま

す。

(3) 株式交換契約の日程

  平成19年10月１日(月) 

   株式交換効力発生日 

  平成19年11月20日(火) 

   株券交付日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 株式交換比率

会社名
日本軽金属
㈱(完全親
会社)

東海アルミ
箔㈱(完全
子会社)

株式交換 
比率

1 1

 

(2) 完全子会社化後の日軽金グルー 

  プのアルミ箔事業体制

  株式交換の効力発生日後速やか

に、日軽金が保有する当社の全て

の株式を東洋に譲渡し、当社を東

洋の直接保有の完全子会社とする

予定であります。これにより、日

軽金グループのアルミ箔事業の経

営戦略は、東洋を中核として統一

的に組み立てることが可能にな

り、生産戦略、販売戦略、購買戦

略、人的配分の意思決定が統一さ

れ、より効率的な設備投資・生産

配分、人的交流など全体最適化の

向上により、様々なシナジーが促

進されると確信いたします。 

 今後、日軽金グループとして

は、東洋・当社が持つ強みを活か

しながら、従来にも増してお客様

のニーズにお応えする商品を提供

するとともに、コスト競争力及び

開発力も強化することで、安定し

た収益基盤を確立してまいりま

す。

(3) 株式交換契約の日程

  平成19年３月31日(土) 

   株主総会基準日 

  平成19年５月15日(火) 

   株式交換契約承認取締役会 

  平成19年５月15日(火) 

   株式交換契約締結 

  平成19年６月27日(水) 

   株式交換契約承認定時株主 

   総会 (注) 

  平成19年10月１日(月)(予定) 

   株式交換効力発生日 

  平成19年11月20日(火)(予定) 

   株券交付日

(注) 会社法第322条第１項第11

号の規定により、普通株主に

よる種類株主総会も同日に開

催いたしました。

(4) 株式交換比率

会社名
日本軽金属
㈱(完全親
会社)

東海アルミ
箔㈱(完全
子会社)

株式交換
比率

1 1



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――  (注)１ 株式の割当比率

   日軽金は、本株式交換に

際して、株式交換効力発生

日の前日(平成19年９月30

日)の最終の当社の株主名

簿に記載又は記録された株

主に対して、その所有する

当社の普通株式１株に対

し、日軽金の普通株式１株

を割当交付いたしました。 

 ただし、日軽金が保有す

る 当 社 の 普 通 株 式

4,074,400株及び優先株式

170,000株(平成19年５月14

日をもって株式会社横浜銀

行から取得した40,000株を

含みます。)並びに日軽金

が株式交換の効力発生日の

前日までに日軽金の子会社

の日軽産業株式会社から取

得した普通株式19,900株に

対しては、本株式交換によ

る株式の割当交付はいたし

ません。

 (注)２ 株式交換により交付する 

     株式数

   日軽金は、本株式交換に

際して普通株式1,775,679

株を新たに発行し、これに

日軽金が所有する自己株式

1,800,000株をあわせた合

計3,575,679株を、本株式

交換による株式の割当てに

充当いたしました。

(5) 株式交換比率の算定根拠

  本株式交換の株式交換比率につ

いては、その公正性を担保するた

めの手続きの一環として、両社が

個別に第三者機関に株式交換比率

の算定について専門家としての意

見を求めることとし、日軽金はみ

ずほ証券株式会社(以下「みずほ

証券」といいます。)に、当社は

ＰｗＣアドバイザリー株式会社

(以下「ＰｗＣアドバイザリー」

といいます。)に、それぞれ株式

交換比率の算定を依頼しました。 

 みずほ証券は、両社の株式につ

いて、市場株価基準法(平成19年

 (注)１ 株式の割当比率

   日軽金は、本株式交換に

際して、株式交換効力発生

日の前日(平成19年９月30

日)の最終の当社の株主名

簿に記載又は記録された株

主に対して、その所有する

当社の普通株式１株に対

し、日軽金の普通株式１株

を割当交付いたします。 

 ただし、日軽金が保有す

る 当 社 の 普 通 株 式

4,074,400株及び優先株式

170,000株(平成19年５月14

日をもって株式会社横浜銀

行から取得した40,000株を

含みます。)並びに日軽金

が株式交換の効力発生日の

前日までに日軽金の子会社

の日軽産業株式会社から取

得する普通株式19,900株に

対しては、本株式交換によ

る株式の割当交付はいたし

ません。

 (注)２ 株式交換により交付する 

     株式数

   日軽金は、本株式交換に

際して普通株式1,775,679

株を新たに発行し、これに

日軽金が所有する自己株式

1,800,000株をあわせた合

計3,575,679株を、本株式

交換による株式の割当てに

充当いたします。

(5) 株式交換比率の算定根拠

  本株式交換の株式交換比率につ

いては、その公正性を担保するた

めの手続きの一環として、両社が

個別に第三者機関に株式交換比率

の算定について専門家としての意

見を求めることとし、日軽金はみ

ずほ証券株式会社(以下「みずほ

証券」といいます。)に、当社は

ＰｗＣアドバイザリー株式会社

(以下「ＰｗＣアドバイザリー」

といいます。)に、それぞれ株式

交換比率の算定を依頼しました。 

 みずほ証券は、両社の株式につ

いて、市場株価基準法(平成19年



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――

 

 

 ５月９日を基準日として、基準日

以前の２ヶ月間、１ヶ月間及び５

営業日の各取引日終値平均)及び

ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キ

ャッシュフロー)法(なお、ＤＣＦ

法による分析において前提とした

将来の利益計画で大幅な増減益は

見込んでおりません。)による分

析をそれぞれ行いました。各評価

方法による当社の株式１株に対す

る日軽金株式の割当株数の算定結

果は下表のとおりとなります。

株式交換比率の
評価レンジ

市場株価 
基準法

0.938 ～ 0.961

ＤＣＦ法 0.932 ～ 1.069

  ＰｗＣアドバイザリーは、両社

の株式について、市場株価基準方

式(平成19年５月９日を基準日と

して、基準日以前の６ヶ月間、３

ヶ月間及び１ヶ月間の各取引日終

値平均)、ＤＣＦ方式(なお、ＤＣ

Ｆ方式による分析において前提と

した将来の利益計画で大幅な増減

益は見込んでおりません。)によ

る分析をそれぞれ行いました。各

評価方法による当社の株式１株に

対する日軽金株式の割当株数の算

定結果は下表のとおりとなりま

す。

株式交換比率の
評価レンジ

市場株価 
基準方式

0.95 ～ 1.01

ＤＣＦ方式 0.94 ～ 1.12

  両社は、それぞれ上記の第三者

機関から提出を受けた株式交換比

率の算定結果を参考に、慎重に検

討し、交渉・協議を重ねました。

その結果、それぞれ平成19年５月

15日に開催された取締役会におい

て、本株式交換における株式交換

比率を合意・決定し、同日両社間

で株式交換契約を締結いたしまし

た。

 

 

 ５月９日を基準日として、基準日

以前の２ヶ月間、１ヶ月間及び５

営業日の各取引日終値平均)及び

ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キ

ャッシュフロー)法(なお、ＤＣＦ

法による分析において前提とした

将来の利益計画で大幅な増減益は

見込んでおりません。)による分

析をそれぞれ行いました。各評価

方法による当社の株式１株に対す

る日軽金株式の割当株数の算定結

果は下表のとおりとなります。

株式交換比率の 
評価レンジ

市場株価
基準法

0.938 ～ 0.961

ＤＣＦ法 0.932 ～ 1.069

  ＰｗＣアドバイザリーは、両社

の株式について、市場株価基準方

式(平成19年５月９日を基準日と

して、基準日以前の６ヶ月間、３

ヶ月間及び１ヶ月間の各取引日終

値平均)、ＤＣＦ方式(なお、ＤＣ

Ｆ方式による分析において前提と

した将来の利益計画で大幅な増減

益は見込んでおりません。)によ

る分析をそれぞれ行いました。各

評価方法による当社の株式１株に

対する日軽金株式の割当株数の算

定結果は下表のとおりとなりま

す。

株式交換比率の 
評価レンジ

市場株価
基準方式

0.95 ～ 1.01

ＤＣＦ方式 0.94 ～ 1.12

  両社は、それぞれ上記の第三者

機関から提出を受けた株式交換比

率の算定結果を参考に、慎重に検

討し、交渉・協議を重ねました。

その結果、それぞれ平成19年５月

15日に開催された取締役会におい

て、本株式交換における株式交換

比率を合意・決定し、同日両社間

で株式交換契約を締結いたしまし

た。なお、この株式交換比率は、

算定の基礎となる諸条件について

重大な変更が生じた場合、両社間

の協議により変更することがあり

ます。



前へ 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― ２ 日本軽金属株式会社の概要

(1) 住所 

  東京都品川区東品川二丁目２番 

  20号  

(2) 代表者の氏名 

  代表取締役社長  石山 喬 

(3) 資本金     39,084百万円 

(4) 事業内容 

  アルミナ、水酸化アルミニウ 

  ム、アルミニウム地金・合金、 

  アルミニウム板・押出製品ほか 

  各種アルミニウム加工製品の製 

  造、販売等 

(5) 売上高及び当期純利益 

        (平成19年３月期) 

  売上高    241,192百万円 

  当期純利益   10,322百万円 

(6) 資産、負債、純資産の状況 

     (平成19年３月31日現在) 

  資産     306,495百万円 

  負債     204,268百万円 

  純資産     102,227百万円

 なお、日軽金が平成19年10月１日

に、当社の全発行済株式を東洋に譲

渡したため、当社は東洋の完全子会

社となりました。 

 今後の体制につきましては、ま

ず、電極箔並びにプレーン箔分野に

おいて、平成19年10月１日付をもっ

て当社の販売部門を東洋の販売部門

に統合し、同分野の製品を東洋ブラ

ンドに一本化してまいります。 

 また、加工箔分野においては、両

社の生産品目や生産体制は電極箔、

プレーン箔に比べそれぞれの独自性

が強いことから、当面は現状の生

産、販売体制を維持することといた

しますが、従来の東洋の販路に加え

て、平成20年３月末を目途として、

東洋の子会社である東洋アルミ商事

株式会社を東海東洋アルミ販売株式

会社(仮称)と商号変更し、東洋及び

当社の同分野製品の販売会社として

組織再編する予定であります。

２ 日本軽金属株式会社の概要

(1) 住所 

  東京都品川区東品川二丁目２番 

  20号  

(2) 代表者の氏名 

  代表取締役社長  佐藤 薫郷 

(3) 資本金     39,084百万円 

(4) 事業内容 

  アルミナ、水酸化アルミニウ 

  ム、アルミニウム地金・合金、 

  アルミニウム板・押出製品ほか 

  各種アルミニウム加工製品の製 

  造、販売等 

(5) 売上高及び当期純利益 

        (平成19年３月期) 

  売上高    241,192百万円 

  当期純利益   10,322百万円 

(6) 資産、負債、純資産の状況 

     (平成19年３月31日現在) 

  資産     306,495百万円 

  負債     204,268百万円 

  純資産     102,227百万円



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第155期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

平成19年６月28日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年10月22日関東財務局長に提出 

  

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２(株式交換)に基づく臨時報告書を平成19年

５月15日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



 

  

平成18年12月18日

東海アルミ箔株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東海アルミ箔株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東海アルミ箔株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  野  島     透  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



 

  

平成19年12月14日

東海アルミ箔株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東海アルミ箔株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東海アルミ箔株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月１日を効力発生日として日本軽金属株式会

社を完全親会社、会社を完全子会社とする株式交換を実施し、同日に日本軽金属株式会社は会社の全株式を

東洋アルミニウム株式会社に譲渡したため、会社は東洋アルミニウム株式会社の完全子会社となった。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  野  島     透  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



 

  

平成18年12月18日

東海アルミ箔株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東海アルミ箔株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第155期事業年度の中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東海アルミ箔株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  野  島     透  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



 

  

平成19年12月14日

東海アルミ箔株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東海アルミ箔株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第156期事業年度

の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東海アルミ箔株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月１日を効力発生日として日本軽金属株式会

社を完全親会社、会社を完全子会社とする株式交換を実施し、同日に日本軽金属株式会社は会社の全株式を

東洋アルミニウム株式会社に譲渡したため、会社は東洋アルミニウム株式会社の完全子会社となった。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  野  島     透  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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